
（単位　円）

177,968,785 177,968,785 0 0

1 1

住民税非課税世帯
等に対する臨時特
別給付金支給事業
（電力・ガス・食料品
等価格高騰緊急支
援給付金）【物価高
騰対策給付金】

健康福祉課

物価高が続く中で低所得世帯への支援
を行うことで、低所得の方々の生活を維
持する。令和５年度住民税非課税世帯
に対し、1世帯当たり7万円を給付する。

R6.1.15 R6.3.31 3,080,000 3,080,000 0 0 対象世帯に対して令和6年
2月までに支給を開始する

令和6年1月に支給を開始
した。給付の申し込み、確
認書・申請書の提出を行っ
た対象世帯に対し、100％
給付を行った。

物価高騰による低所得世帯の
負担軽減につながった。

R5実施計画計
上事業の不足
分

2 2

住民税非課税・住
民税均等割のみ課
税世帯に対する臨
時特別給付金支給
事業（エネルギー・
食料品等価格高騰
対策緊急支援給付
金）【物価高騰対策
給付金】

健康福祉課

物価高騰による負担増を踏まえ、令和6
年度新たに住民税非課税・住民税均等
割のみ課税となった低所得世帯に対し、
1世帯あたり10万円を給付する。

R6.6.19 R7.1.31 10,316,469 10,316,469 0 0 対象世帯に対して令和6年
8月までに支給を開始する

令和6年7月に対象世帯へ
通知を送付し、8月に支給
を開始した。確認書の提出
があった世帯に対し、順次
支給を行った。

価高騰による低所得世帯の負
担軽減につながった。

給付費
15,900,000円の
うち、6,500,000
円（支出管理
シート赤字部
分）は、R5年度
実施計画追加
事業分

3 2

定額減税補足給付
（調整給付）事業（エ
ネルギー・食料品等
価格高騰対策緊急
支援給付金）【物価
高騰対策給付金】

健康福祉課
定額減税しきれないと見込まれる所得
水準の方への給付。

R6.6.19 R7.3.26 94,558,918 94,558,918 0 0 対象世帯に対して令和6年
8月までに支給を開始する

当該給付金については、
令和6年7月より支給を開
始した。調整給付対象者
2,259名に対し、2,165名へ
給付を行った（給付率
95.83％）

遅滞のない給付を行った。申請
期限前に未提出者へ再度支給
確認書を送付し、一人でも多く
の給付金該当者への給付に務
めた。

4 2

低所得者子育て世
帯への加算給付事
業（エネルギー・食
料品等価格高騰対
策緊急支援給付
金）【物価高騰対策
給付金】

健康福祉課

令和６年度新たに住民税非課税及び住
民税均等割のみ課税となった世帯に属
する１８歳以下（高校生程度）の児童分
として、１人５万円の加算給付し、経済
的支援を実施する。

R6.6.19 R7.1.31 2,090,860 2,090,860 0 0 対象世帯に対して令和6年
8月までに支給を開始する

対象世帯への給付後の支
給となるため、開始が９月
となってしまったが、対象
者へ順次支援を行った。

非課税世帯の口座情報を利用
し、システム改修後速やかに給
付を実施し、子育て世帯の経済
的支援を行うことができた。

5 7

住民税非課税世帯
等に対する臨時特
別給付金支給事業
【物価高騰対策給
付金】

健康福祉課
令和６年度住民税非課税世帯に対して
１世帯３万円の給付を行う。

R7.1.8 R7.11.5 31,993,372 31,993,372 0 0 対象世帯への給付率
100％

令和７年５月２８日時点で
対象者数の内９３％
（1,027/1,100世帯）の給付
を行った。

遅滞のない給付を行った。 繰越事業

6 7

低所得者の子育て
世帯への加算給付
事業【物価高騰対
策給付金】

健康福祉課

住民税非課税世帯に属する１８歳以下
（高校生程度）の児童分として、１人２万
円の加算給付し、経済的支援を実施す
る。

R6.12.20 R7.5.28 1,408,592 1,408,592 0 0 対象世帯への給付率
100％

3/21時点で非課税世帯の
給付金支払い済み世帯に
対するこども加算の給付を
実施した。

非課税世帯の口座情報を利用
し、システム改修後速やかに給
付を実施し、子育て世帯の経済
的支援を行うことができた。

繰越事業

【充当元事業】住民
税非課税世帯等に
対する臨時特別給
付金支給事業【物
価高騰対策給付
金】、低所得者の子
育て世帯への加算
給付事業【物価高
騰対策給付金】
【充当先事業】
R7計画低所得者支
援及び定額減税補
足給付金（不足額
給付）事業
充当先の経費：事
業費（給付費）

健康福祉課

物価高が続く中で低所得世帯への支援
を行うことで、低所得の方々の生活を維
持する。
対象：定額減税を補足する給付（うち不
足額給付）の対象者数（1,673人）

R7.6.17 R8.3.31 2,870,000 2,870,000 0 0

事務連絡（令
和7年1月31日
付け内閣府・総
務省事務連
絡）の「1．（２）
「「令和６年度
低所得世帯支
援枠等」におい
て完了が令和
７年度となる事
業について」に
基づく充当分
(R６実施計画
未記載事業充
当分)

7 11
福祉施設等エネル
ギー等価格高騰対
策支援金交付事業

健康福祉課

エネルギー価格や物価高騰の影響を直
接受ける光熱費・燃料費に係る費用に
ついて、高齢者福祉施設等及び障がい
者福祉施設等の管理運営に大きな負担
が生じているため、事業者へ補助金を
交付することにより経済的支援を図る。

R7.3.7 R7.4.21 5,010,000 5,010,000 0 0 交付対象者の申請率
100％

交付対象者の申請率　
100％

エネルギー価格や物価高騰の
影響を直接受ける光熱費・燃料
費に係る費用について、高齢者
福祉施設等及び障がい者福祉
施設等の管理運営に大きな負
担が生じている事業者へ対して
補助金を交付して経済的支援を
図ることができた。

繰越事業

8 12
こおりプレミアム商
品券（第６弾）発行
事業

産業振興課

住民税非課税世帯に属する１８歳以下
（高校生程度）の児童分として、１人２万
円の加算給付し、経済的支援を実施す
る。

R7.3.6 R8.3.19 20,242,799 20,242,799 0 0
換金率98.5％
交付対象者の申請率
100％

購入額に対する換金率 
99.62％（紙99.68％、電子
99.6％）
支援金交付対象者の申請
率 36％（申請18社/対象店
舗50社）

エネルギー・食料品価格等の物
価高騰の影響を受けている町
民及び町内事業者を支援する
ため55.5％のプレミアム付商品
券を紙と電子で発行し、キャッ
シュレス決済の普及を図りなが
ら消費下支え等を通じた生活者
支援を行うとともに、需要を喚起
し商店街及び地域経済の活性
化を図ることができた。

繰越事業

9 13 公共交通事業者等
支援金給付事業

産業振興課

燃油（ガソリン及び軽油等）価格の高騰
等により、業務に支障が生じている町内
の公共交通事業者等に対し、支援金を
給付し事業継続を支援する。

R7.3.6 R7.4.15 1,475,000 1,475,000 0 0 交付対象者の申請率
100％

交付対象者の申請率
100％

原油価格・物価高騰の影響を受
け厳しい経営環境にある町内の
公共交通事業者等に対し支援
金を給付することで、事業継続
及び雇用維持の支援を行うこと
ができた。

繰越事業

10 14

町民研修センター
「うぶかの郷」電力・
ガス等価格高騰対
策支援事業

産業振興課

電力・燃料等価格の高騰により、業務に
支障が生じている町民研修センターの
指定管理者に対し、支援金を給付し事
業継続を支援する。

R7.3.6 R7.3.26 800,000 800,000 0 0 交付対象者の申請率
100％

交付対象者の申請率
100％

電力・燃料等価格の高騰の影
響を受け厳しい経営環境にある
町民研修センターの指定管理
者に対し支援金を給付すること
で、事業継続及び雇用維持の
支援を行うことができた。

11 15
桑折町農業用資材
等高騰緊急支援事
業

産業振興課
肥料、燃料、家畜飼料等、農業用資材
等価格の高止まりにより農業経営に影
響を受けている農業者等を支援する。

R7.3.7 R7.11.5 3,539,775 3,539,775 0 0 支給者の離農ゼロ 支給者の離農ゼロ

本町の基幹産業の一つである
農業の担い手確保を図るため、
農家の営農意欲を高める支援
事業を実施したことで、支給者
の資材等価格の高止まりによる
経営困難を理由とした離農は防
ぐことができたものと捉えてい
る。

繰越事業

12 16

桑折町民間放課後
児童クラブ電力・ガ
ス等価格高騰対策
事業

教育文化課

電力・ガス等価格高騰の影響を直接受
ける高熱費・燃料費の購入に係る費用
について、民間放課後児童クラブの管
理運営に大きな負担が生じていることか
ら、事業者へ補助金を交付した。

R6.10.1 R7.3.26 60,000 60,000 0 0 交付対象者の申請率
100％

交付対象者の申請率
100％を達成した。

電力・ガス等価格高騰の影響を
直接受ける高熱費・燃料費の購
入に係る費用を事業者へ補助
金を交付することにより、運営負
担の軽減に寄与できた。

13 17
公共施設の燃料費
高騰対策事業（社
会体育施設）

教育文化課
社会体育施設維持運営に係る燃料費高
騰への対策。

R6.4.1 R7.3.31 523,000 523,000 0 0
燃料価格高騰による施設
利用者の利用料値上げゼ
ロ

施設利用者にさらなる負担
を課すことなく運営すること
ができた。

施設利用者にさらなる負担を課
すことなく運営することができた
ため、想定通りの効果を得られ
た。

※計画書№は国へ提出した実施計画による。

合計

実

施

計

画

未

掲

載

事

業

成果目標 成果目標の達成状況 事業実施による効果 備考交付金
充当額

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

令和６年度　桑折町　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　実施状況及び効果検証
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